令和５・６年度松浦市競争入札指名申請書
（物品・役務の提供等）提出要領

　松浦市が発注する物品・役務の提供等の競争入札に参加を希望される方は指名申請書の提出が必要です。
※本申請の受付により入札の指名を確約するものではありません。

１．受付期間

　・一次受付（事前受付　※1）
　　令和５年１月１６日～２月２８日　※2
　・二次受付（随時受付）
　　令和５年３月１日～令和７年３月３１日　※2
※1.一次受付期間までに申請を行わなかった場合、年度当初に行われる入札に参加できない可能性がありますのでご了承ください。
※2.土曜、日曜、祝日に申請された場合は、翌営業日の受付となります。

２．受付場所及び問い合わせ先

　　〒８５９－４５９８

　　　長崎県松浦市志佐町里免３６５番地

　　　松浦市役所　会計課管財係　
　　　電　話　０９５６－７２－１１１１（代）　内線１７２
　　　ＦＡＸ  ０９５６－７２－３１７９
３．受付時間

　　午前８時３０分～午後５時

４．ご提出方法

　　郵送もしくは上記受付場所までご持参ください。
電子メールでの受付は承っておりません。
　　郵送で提出される場合は、受付票返送用として切手を貼付した返信用封筒又は返信用のハガキを同封してください。　　　

５．申請書の有効期間

　　令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで（令和５・６年度）
　　※令和５年４月１日以降受付分は、受付日からの有効期間となります。
６．資格要件

　（１）松浦市税（松浦市内に本店又は営業所を有するもののみ）、消費税及び
　　　　地方消費税を滞納していないこと。
　（２）登録取扱（営業）種目に関して、許可、認可、登録等を必要とする場合

　　　　は、当該許可等を受けていること。

　（３）下記①～③の事項に該当しないこと。
　　　　①　競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権

を得ない者。
2 次の各号のいずれかに該当する事実があった後2年間を経過しない者及びこれらの者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者。
　　　　　ア　契約の履行に当たり、故意に製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者。
　　　　　イ　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者。

　　　　　ウ　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者。
　　　　　エ　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の2第1項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者。
　　　　　オ　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者。
　　　　　カ　前各号のいずれかに該当する事実があった後2年間を経過しない者及びこれらの者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者。
③　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴力団員である者。

７．提出書類

①松浦市競争入札指名申請書（別添　エクセルファイル参照）
	№
	名称
	ページ数
	必須・任意
	備考

	
	申請書表紙
	1
	必須
	申請人が法人の場合は本社名、個人の場合は代表者名で申請をお願いします。

申請人の出先については、本市と直接取引しようとする支店、出張所営業所等を

記入してください。

商号又は名称及び代表者名には必ずフリガナをつけてください。

	
	委任状
	2
	支店等なら
必須
	支店、出張所、営業所等に権限を委任する場合のみ記入してください。（代表・受任者印必要）

	1
	営業内容
	3～8
	必須
	当てはまる項目にチェックを入れ、必要に応じて備考欄に別途ご記入ください。
※当てはまる項目が見当たらない場合は、その他の項目（業務№1211～1213）にチェックを入れ、業務内容を備考欄にご記入ください。

	2
	主要仕入先及び代理店・特約店
	9
	任意
	製造メーカー（販売会社）より代理店、特約店として認められている場合、その

証明書を添付してください。（コピー可）

	3
	営業実態・営業経歴
	10
	必須
	営業実態について各項にご回答ください。
営業経歴について、設立から現在に至るまでの経歴を記入してください。
※営業経歴については、設立から現在に至るまでの経歴の記載がある書類を提出していただければ記載不要です。
（パンフレット内の沿革、ホームページ内企業紹介ページのスクリーンショット等、様式不問）

	4
	使用印鑑届
	11
	必須
	入札、見積、契約並びに代金の請求及び、受領等に使用するための印鑑について捺印ください。
必ずしも実印の必要はありませんが、変形しやすいもの、欠けているもの、磨り減っているもの、流し込み等は使用しないでください。

	
	契約実績
	12
	任意
	過去２か年間内における、官公署（公社・公団含む）との契約実績を記入して下さい。
記入された場合は、添付書類№7【契約書の写し】を合わせて添付して下さい。

	
	誓約書
	13
	必須
	暴力団員又は暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後そうならないことの誓約です。本社代表者名で記入願います（代表者印必要）


②添付書類

	№
	
	法　人
	個　人

	1
	身元確認
	登記簿謄本　１通

（法務局発行・３か月以内のもの）
	代表者の身分証明書　１通

（本籍地の市町村発行・３か月以内のもの）

	2
	納税証明書
未納の額がないことを証する書類

領収書は不可　

３ヶ月以内の証明
	松浦市税　完納証明書　１通

松浦市内に本社または委任先の支店等がある場合のみ。
(松浦市税務課発行 様式第５号その３)※委任状が必要な場合があります　
※市外業者は提出不要
	松浦市税　完納証明書　１通

松浦市内業者または委任先がある場合のみ。
(松浦市税務課発行 様式第５号その３）
※委任状が必要な場合があります
※市外業者は提出不要　

	
	
	消費税及び地方消費税　１通

(税務署発行　法人はその３の３様式)
	消費税及び地方消費税　１通

（税務署発行　個人はその３の２様式）

	3
	許認可等証明書
	許認可業務にかかる業種は、登録証の写しか許認可証の写し

有資格者の雇用を要する業種についてはその資格を証する書面の写し

有資格者等に変更があった場合は、ただちに変更届を提出してください

	4
	営業経歴が確認できる書類
	申請書№3【営業実態・営業経歴】内、営業経歴の項目への記入を省略したい場合に提出してください
（パンフレット内の沿革、ホームページ内企業紹介ページのスクリーンショット等、様式不問）

	5
	代理店証明等
	許認可業務にかかる業種は、登録証の写しか許認可証の写し及び有資格者の雇用を要する業種については、その資格を証する書面の写しを添付してください

	6
	その他参考資料
	パンフレット及びカタログ等（主なもの）

	7
	契約書の写し
（契約実績を提出の際は必須）
	※令和３年度以降に契約若しくは履行期間が含まれるものを提出してください
※契約内容及び双方の代表者名及び押印が確認できる部分を添付してください
（割り印は代表者印に含みません）

	9
	自動車整備
事業所明細書
	車両整備業者のみ提出してください　１枚
※別添　エクセルファイル参照

	10
	燃料類販売
業者調書
	燃料業者のみ提出してください　１枚
※別添　エクセルファイル参照


※これら添付書類については、コピーで提出ができます。

８．申請書記入上の注意事項

　・指名申請人

　　　申請人が法人の場合は本社名、個人の場合は代表者名で申請してください。
　　　申請人の出先については、本市と直接取引しようとする支店、出張所営業所等を
記入してください。

　　　商号又は名称及び代表者名には必ずフリガナをつけてください。

　・委任状

　　　支店、出張所、営業所等に権限を委任する場合のみ記入してください。

　・営業内容・主要取扱品目及びメーカー

　　　得意とする業種番号にチェックをしてください。
　　　また、特に得意とする品目・メーカー・業務があれば備考欄に記入ください。

　・主な仕入先及び代理店、特約店

　　　製造メーカー（販売会社）より代理店、特約店として認められている場合、その
証明書を必ず添付してください。（コピー可）

　・使用印鑑届

　　　使用印鑑は、競争入札書、見積書、請求書等に使用する印鑑を届けてください。

　　　必ずしも実印の必要はありませんが、ゴム印や指輪印など変形しやすいもの、欠けているもの、磨り減っているもの、流し込み等は使用しないでください。
　　　社印のみの登録はできません。

　・契約実績
　　　過去２か年間内における、官公署（公社・公団含む）との契約実績として、該当契約書の写しを提出してください。
　　　契約相手方の押印の無い請書のみの提出は不可とします。
　・許認可等証明書

　　　許認可業務にかかる業種は、登録証の写しか許認可証の写し及び有資格者の雇用を要する業種については、その資格を証する書面の写しを添付してください。

　・変更届及び廃業等の届出

　　　申請後、次に該当する場合は、速やかに変更届（様式不問）を提出してください。

　　（１）次の事項を変更した場合

　　　　①商号又は名称

　　　　②委任先の名称及び所在地

　　　　③法人である場合は代表者の氏名、個人である場合はその者の氏名

　　　　④営業許可等、有資格者等

　　（２）次の事項に該当した場合

　　　　①廃業したとき

　　　　②法人が合併により消滅又は破産したとき

　　　　③上記②以外の事由により解散したとき

　　　　④許可を受けた業種を廃止したとき
・誓約書

　　　暴力団員又は暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後これらの者にならないことの誓約です。本社の代表者名で記入・押印をお願いします。

　・その他の注意事項

　　（１）申請書の各項目は、該当のない場合を除きすべて記入してください。

　　（２）申請書は左上をホッチキスで留めてください。添付書類はまとめてクリップで
　　　　　留めてください。（ファイル綴じは不要です。）　　
